七月王政期における憲政と大臣責任制の諸相 by 三上 佳佑




































































































ブルボン復古王政末期，1829 年 8 月 8 日のオルドナンスで，シャルル 10
世はウルトラのポリニャックを内閣首班に指名した。これは代議院で多数を




奉答 Adresse des 221」である。国王は議会の圧力に屈するのを拒み，下院





ゲルノン＝ランヴィル Guernon-Ranville の 4 名がまごついているうちに逮
捕された13）。
1830 年 8 月 6 日の代議院において，ユセーブ・サルヴェルト Eusèbe Sal-



















69 月 23 日，報告者ベランジェ Bérenger はシャルル 10 世の元大臣を叛逆
罪，国家の対内的安全に対する謀議の廉で貴族院に送致する旨の委員会の結










代議院により採択された決議は，1830 年 10 月 1 日，高等院たる貴族院に
送付された25）。貴族院は，予審不十分を理由として，予審を補完するための
委員会を組織する旨決議している26）。11 月 29 日，同委員会は報告を行い，
上下両院が被告人たる大臣に対して有する裁判手続上の権限について敷衍し
た27）。11 月 29 日に貴族院予審委員会報告者として演壇に立ったバスタール




















裁量的な権限が付与されることになる。「政治司法 la Justice politique は公








らの手続における諸アクトは， ただ単に法的 judiciaire であるのみならず， 
必然的に立法的な性格 caractère législatif を有することとなる……。」31） 従っ
て，議会は，一つは法的次元における任務，いま一つは立法的次元における
任務という，本来異なった平面上に位置して交わることのない二つの権限
を， 同時に有するとされる。伯は， 「諸君は， 予審において確認された諸事実
が区々の法律の文言においてではなく，理性 la raison そして言葉の自然な
意味において叛逆罪を構成するものであることを確認すべきである。」32）と呼
び掛けている。一般的規範の個別事例に対する当て嵌めという発想はここに






族院予審委員会は 1814 年憲章第 56 条における叛逆罪の法的定義の欠缺を，
高等院として組織される貴族院の「立法権」を援用することで補完する―
些か強引な―論である。対して，ペルシル議員は，このような「立法権」





















第 2節　1830 年 12 月 21 日高等院判決
元大臣たちの弁護人による弁論の後，高等院は審議のために閉廷した。

























高等院は，同判決において，1814 年憲章第 56 条40）に依拠することによっ














続を追行しようという意図はなく，裁判権 autorité judiciaire の主体として








れたのであった。しかも，1830 年憲章の起草がシャルル 10 世の元大臣に対




















































責任制に関しても， ラフェリエールが 「1814 年憲章と同様に， 1830 年憲章も
大臣の政治責任については触れていなかったのである。」52）と指摘する通り，
旧体制との連続性を示す。じっさい 1814 年憲章と全く同様の形式において，















彼は，1830 年 8 月 6 日の貴族院において，1814 年憲章第 14 条（国王の執行権
規定）の修正を提起し，同条の「国王は最高の国家元首であり……法律の執
行と国家の安全の為に必要な規則と王令を制定す。」に関して，「私はこの最
後の文言，すなわち『国家の安全と et la Sûreté de l’Etat』を削除し，『全て




















れていた。代議院は，一方では 1814 年憲章第 14 条の修正に関してはベラー
ル提案を否定する委員会修正案をそのまま採択して第 12 条として新たな憲
章に採用，他方では 1814 年憲章第 56 条は新憲章では採用しない旨，審議な









章の全 74 カ条（「経過規定」除く）中，実に 46 カ条が 1830 年の新たな憲章に
















の立法行為を認める 1814 年憲章第 14 条の規定が拡大解釈される状況を回避











そもそも， 1814 年憲章第 56 条については「訴追権の制限」68）（ベラール） で
あるとの批判が存在していた。同条の削除に関しては新体制の採用するとこ
ろとなったが，その意義は，二通りの仕方で説明される。先ず，1814 年憲
章第 56 条の「削除」すなわち新憲章への「不採用」の意義は，1832 年 12
月 12 日，代議院への大臣責任関連政府法案の提出時に，当時の法相バルト
Barthe が敷衍している。「第 56 条の修正において，大臣責任に関して宛て
られていた制限は削除された。これは，大臣責任を規律する法律が起草され
る際の，全き自由の余地を残しておくためである。」69）と。そして，新憲章
が旧憲章第 56 条の「削除 ― 不採用」以上に，より詳細の規定を置く措置に








任原理を以て，「機能的に」 大臣の政治 「的」 責任を導入しようとする当代政
治人士の企図の存在を推し量り得る。1830 年憲章第 47 条について，マルセ
ル・モラビトは正当にも「大臣責任を叛逆罪と涜職罪の場合に限って組織す









































1830 年憲章第 47 条が， 一切の罪刑の法定を放棄しており， 「叛逆」 と 「涜























































第 2 節　制度改革構想　　  　　　　　　　　　　　　
　　　　―道義的責任 responsabilité morale 観の支配―
復古王政，七月王政，第二帝政という，大革命と第三共和制を橋渡しする
各体制は，何れの体制も大きく二つの段階に分かれているという点で共通す




















































国務評定官に対する罷免権まで有することは無い。「国王の調整権 la pouvoir 
moderateur は，悪を押しとどめるためにせよ， 自らへの助言を為す者ども


















































































バルト法相によって用いられた政治責任 responsabilité politique という言葉
を意図的に退け， 「道義的責任 responsabilité morale」 という言葉を用いるの
である。彼曰く，「責任には三類型がある。すなわち，道義的，民事的，刑
事的 morale, civile ou criminelle, これである。」113）と。執行権者の責任には， 
法的に把握できない領域が存在する―この認識に立つ限り，かかる責任領



















大臣の刑事責任に関する委員会修正案は， 政府提出法案に倣って， 叛逆罪， 











































提出されるには 1834 年 12 月を待たなくてはならない。



















ペルシル法相による政府提出法案は委員会に送付された。1835 年 3 月 5






1835 年春， 新体制樹立後 4 年以上を閲してここに初めて， 大臣責任に関し
て政府と議会が合意に至ったのである。そして， 1835 年 3 月 16 日から 27 日
に至るまで委員会修正案に対する代議院での審議が行われた134）。審議にお

































































て貴族院が審議していたのは 1836 年 4 月であったが，修正法案が法相ペル
シルによって代議院議員たちに対して提示された際，1837 年 1 月になって
30




constitution de partie civil devant la Cour des pairs に関する修正が提起さ












































































アンリ・フォンフレード Henri Fonfrède は，コアリションの議会制論・大臣
責任論を精力的に攻撃し， 1838 年の著書 『国王による統治及び議会特権に対
する憲法上の限界について Du Gouvernement du Roi, et des limites constitu-
tionnelles de la prérogative parlementaire』166）において，彼はコアリションの





















置付けている。1814 年憲章と同様に 1830 年憲章においてもこの職務には如















コアリションと君権保全主義者の対立が深まるなか，1839 年 1 月 19 日，
代議院によるモレ内閣不信任の奉答が議決された175）。1839 年 2 月 2 日のオ
ルドナンスで，国王は下院の解散を決意した176）。選挙での敗北の後，1839
年 3 月 8 日，モレ伯は辞意を表明した。「コアリションに対するパージはも
んどり打ち，パージする者の方を向いてきた。憲法上の疑義が問題となる時
期はこれ以降は已むこととなり，7 月王政はおおよそ 10 年間の眠りに就く





















































































特徴であった。1834 年 4 月のスールト元帥 Maréchal Soult の内閣，1834 年



















かった。「1830 年から 1848 年にかけて， フランスは相当程度にイギリスに近
接した体制を経験するに至った」と見るピエール・アヴリルも，しかし，同
時期のイギリス憲政が真正の民主的基盤を確立していったのに対してフラン
















物 le corrélatif obligé である。大臣による副署が為されていないオルドナン
スについて国王は有責である，という訳ではないが，このようなオルドナン




































れの場合においても，決定的な立憲的決定が存在する il y a décision consti-
tutionnelle définitive 。」209） そして， この「立憲的決定」によれば， 権限争議
が生じた場合の最終的優位性は君権に置くとする210） 211）。同じく君権擁護主
義者であっても，ペパンの所論はより巧妙である。彼は三権力主体間での多























ン・コンスタンの 「君主調整権」 の理論に従い，国王の権能 （「内閣の更迭」 「下
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権 le droit de question au gouvernement とは明確に区別されるものとして
の大臣質問権 le droit d’interpellation の登場と，それに対する政府の武器，




「大臣質問 les interpellations」と「大臣への質問 question aux ministres」
が明確に区別される，第四共和制にまで継続するフランス議会制の伝統が始







に至った223） 224）。この技術の最初の用例は，1830 年 11 月 5 日に，代議院の
モーギャン Mauguin 議員が，対外政策に関して政府に対して行ったもので


























































































信任問題の提起に訴えるというマニューバは， 1834 年 11 月に組閣したモル

































極的議決を受けたため，1836 年 2 月 5 日に辞職した。蔵相が事前に閣議に












上の重大な先例として位置付けられている259）。後者， すなわち 1840 年 2 月
のスールト内閣総辞職は，1840 年 1 月，ルイ＝フィリップの次男に対して，
将来の彼の成婚を停止条件として毎年 50 万フランの歳費を彼に与える旨の
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